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社会広聴会員の入会、
詳しい活動内容を知りたい方はコチラ
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　企業観アンケートでは、企業に対する信頼度について肯定的評価が否定的評価を大きく
上回る結果となりました。企業を信頼する理由として、コロナ禍や円安など予期せぬ状況が
続く中でも、企業経営や雇用を維持し、経済や社会を支えているとの認識が挙げられまし
た。そのほか、積極的な情報公開を行っていることや、ＳＤＧｓ、ＥＳＧ投資を意識し社会課題
の解決に取り組んでいる点も評価されました。本業のみならず、社会貢献活動や将来を見
通した活動への期待も寄せられています。また今回は、パーパス経営の認知度やその重要
性、さらに理念やビジョン、パーパスなどに興味・関心を持った企業活動などに関する調査
についても、その結果をまとめています。

社会広聴アンケート
「第26回 生活者の“企業観”に関するアンケート」調査結果

企業と生活者懇談会
ヤマトホールディングス（東京）

特集 日本の電力事情が直面する課題
電気事業連合会

特殊詐欺被害が急増！安全・安心に
暮らすために今すぐ対策を
全国銀行協会

経済広報センターニュース

ご意見・ご感想
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村中 隼斗（前列中央）
　オフィス周辺にも桜の名所があり、満開の時期には多くの人で賑わい
ます。通勤の時に車窓に流れる菜の花と桜のコントラストも美しく毎年楽
しみです。皆さまがお住いの街ではどのような春の風景が見られますか？
旅の虫も蠢き出しそうです。

桑原 苗代（後列中央）

大蔵 慶子（後列右）

　「暑さ寒さも彼岸（ひがん）まで」と言いますが、不思議なもので春秋の
彼岸の頃には暑さ寒さもやわらいで、過ごしやすくなっています。春の陽
気に誘われてうっかり薄着で花見をしたら、夜は気温が低くなり、風邪を
引いてしまった、となるのがこの季節です。新年度もどうぞよろしくお願い
いたします。

多田 優紀（後列左）
　ようやく桜の季節がきましたね。マスク生活になり早４年目、入社・入学
して以来、マスクを外した顔を見たことがないという人もいるのではない
でしょうか。昨年は、３年ぶりに生活者懇談会を開催することができまし
た。今年は、昨年以上に皆さまと交流ができることを楽しみにしています！
ここで一句 ！ 「今年こそ　桜の下で　花見したい。」

　社会広聴の黒一点を担当して早一年、今号をもって卒業することとなり
ました。懇談会やアンケートなどを通じて頂戴した、皆さまの率直で鋭く、
また温かいご意見やご感想を拝見し、企業と社会の懸け橋となる「社会広
聴活動」の大切さを改めて感じました。皆さまとのご縁に深く感謝いたし
ます。どうもありがとうございました。
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1 ● ネットワーク通信  No.94

0

0

0

0

0

0

0

0

78 22 1

58 40 2

53 43 31

43 50 6 1

42 54 31

37 56 6 11

35 59 5 1

33 60 6 1

32 64 3

25 68 5 11

非常に重要である 重要である あまり重要ではない 重要ではない 分からない
全　体

（択一）

安全・安心で優れた商品・サービス・
技術を適切な価格で提供する

不測の事態が発生した際に
的確な対応を取る

社会倫理に則した企業倫理を
確立・順守する

経営の透明性を確保し、
情報公開を徹底する

雇用を維持・創出する

先進的な技術・研究開発に取り組む

省資源・省エネや
環境保護などに取り組む

事業継続計画（BCP）の策定など、
平常時から危機管理に取り組む

利益を確保し、納税する

社員の育成や
ワークライフバランスに取り組む

●世代別

※小数第2位四捨五入

●男女別：男性 41.6％、女性 58.4％

●職業別
無職・
その他
15.6％

自営業・
自由業
8.1％

パートタイム・
アルバイト
13.7％

専業主婦・夫
18.4％

会社員・
団体職員・
公務員
39.2％

会社役員・
団体役員
4.6％

学生
0.3％

60歳代
29.4％

70歳以上
24.4％

40歳代
13.2％

50歳代
26.3％

29歳以下
1.1％

30歳代
5.6％

　経済広報センターは、「第26回　生活者の“企業観”に関する調査」を実施しました。本調査は「社会が企業をどのように
見ているか」を把握するために、1997年度から毎年実施し定点観測しています。
　例年同様、「企業に対する認識」や「企業に対する信頼度」といった生活者の総合的な企業観などについて調査し、その結
果を取りまとめました。
　そして、生活者が商品・サービスを購入する際に重視する点や、社会課題の解決に取り組む企業の商品・サービスに対する
購入意欲について調査しました。
　また、今回は新たに、企業経営のあり方として理念やパーパスに基づく経営に対する興味や関心についても聞きました。

「第26回　生活者の “企業観” に関するアンケート」調査結果
企業への信頼度は肯定的評価が４割強。否定的評価を大きく上回る
～「安全・安心」「商品・サービスの質」「適切な価格」に加え、「雇用の維持・創出」が生活
者の信頼を勝ち得る鍵に～

■回答者の属性

（１）調査名称：�第26回　生活者の“企業観”に�
関するアンケート

（２）調査対象：�eネット社会広聴会員　2712人
（３）調査方法：�インターネットによる回答選択方式�

および自由記述方式
（４）調査期間：�2022年10月13日～10月24日
（５）有効回答：994人（36.7％）

調査の概要

社会広聴アンケート

1 企業に対する認識

最も重要視されているのは、「安全・安心で優れた商品・サービス・技術を適切な価格で提供する」Point
（1）企業の果たす役割や責任の重要度



社会広聴アンケート ● 2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

安全・安心で優れた商品・サービス・
技術を適切な価格で提供する 10 74 13 12

利益を確保し、納税する 9 66 18 3 4

株主に利益を還元する 6 55 29 3 7

先進的な技術・研究開発に取り組む 5 55 29 4 6

省資源・省エネや
環境保護などに取り組む 5 52 34 5 5

雇用を維持・創出する 5 49 35 7 4

社会倫理に則した
企業倫理を確立・順守する 3 39 41 10 7

社員の育成や
ワークライフバランスに取り組む 3 37 45 8 7

不測の事態が発生した際に
的確な対応を取る 4 35 45 9 8

経営の透明性を確保し、
情報公開を徹底する 3 35 44 12 6

地域社会と共生する 2 36 45 9 8

事業継続計画（BCP）の策定など、
平常時から危機管理に取り組む 3 34 45 9 10

メセナ（スポーツ・文化・芸術支援）
や社会貢献などに取り組む 2 29 46 13 10

対応している ある程度
対応している

あまり
対応していない

対応していない 分からない

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

全　体
（択一）

　企業の果たす役割や責任について、企業がどの程度対応しているかを聞いたところ「安全・安心で優れた商品・サービス・
技術を適切な価格で提供する」は「対応している（対応している／ある程度）」が84％と、高水準を維持している。

「安全・安心で優れた商品・サービス・技術を適切な価格で提供している」が 84％と高水準を維持Point

　企業の果たす役割や責任の重要度については「安全・安心で優れた商品・サービス・技術を適切な価格で提供する」が
最も高く、78％が「非常に重要である」と回答している。続いて「不測の事態が発生した際に的確な対応を取る」（58％）、

「社会倫理に則した企業倫理を確立・順守する」（53％）において、「非常に重要である」が５割を超えている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

17 65 14 22

17 64 15 22

6 51 33 7 3

社員の育成や
ワークライフバランスに取り組む

株主に利益を還元する

地域社会と共生する

メセナ（スポーツ・文化・芸術支援）
や社会貢献などに取り組む

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

（2）企業の対応状況
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度
（n=994）

3 41 46 9 1

2021年度
（n=1,290）

3 41 47 8 1

2020年度
（n=1,436）

3 42 46 8 1

信頼できる ある程度信頼できる 普通 あまり信頼できない 信頼できない
（択一）

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

年度別

　企業に対する信頼度は、「信頼できる」が３％、「ある程度信頼できる」が41％と、44％が肯定的な評価を示し、否定的
な評価10％（「あまり信頼できない」９％、「信頼できない」１％）を大きく上回っている。前回調査（2021年度）にお
いても、「信頼できる（信頼できる／ある程度）」が44％で、近年は同水準を維持している。

2 企業に対する信頼度

企業への信頼度は肯定的評価が４割強と、近年は同水準で推移Point

◆「信頼できる（信頼できる／ある程度）」理由
　企業を「信頼できる（信頼できる／ある程度）」理由として、コロナ禍や円安などといった不測の事態の中でも、従業員や消費者の
安全・安心を最優先に掲げ、雇用維持や社会の要請に応えた商品・サービスの提供、革新的な技術開発などに取り組む企業努力が評価
されている。また、メディアやＳＮＳによる社会の監視機能も高まり、情報開示や透明性のある企業経営が進んでいる点も理由として
挙げられている。

大多数の企業は信頼できるという認識
○日常生活に必要な商品・サービスなどを提供してくれて、大変助かっている。 ○製品に対するサポート体制がしっかりしている。
○企業は社会や消費者の信頼関係を大切にしていると感じる。

コロナ禍、円安などの影響を受ける中での企業の対応
○企業経営には厳しいと思われる現在のような状況下でも、事業を継続している企業が多い。
○コロナ禍など不測の事態にも、雇用を維持するべく努力している姿勢に好感が持てる。

情報を開示する姿勢
○迅速な情報公開を行う企業が多くなってきたと感じる。 ○企業の情報が内外から見えやすくなったと実感している。

社会的責任を果たしている
○ＳＤＧｓなどの課題に積極的に取り組んでいる企業が増えてきている。 ○適正な働き方や休暇取得などを推進している企業が多い。
○経済的価値のみならず、社会的価値を高める企業行動が増加している。

社会からの監視機能の高まり
○近年、ＳＮＳの発達により情報が開示されやすくなり、最初から情報公開するような姿勢が見られる。
○社会の目やマスコミの監視が厳しくなっているので、企業経営者がコンプライアンスをより意識するようになっている。

◆「信頼できない（あまり／信頼できない）」理由
　企業を「信頼できない（あまり／信頼できない）」理由に、依然として企業不祥事が相次いでいることが挙げられている。さらに、
不祥事が発覚した際の隠蔽体質や不十分な情報開示が不信感を招いている。また、利益を優先し社会への還元が不十分であることや、
環境問題をはじめとした社会課題の解決に向けた取り組みの不足などが、信頼できない理由として指摘されている。

企業不祥事
○データの改ざんや粉飾決算など、不祥事が頻発している。 ○東京五輪での贈収賄など、社会の信頼を裏切る企業が後を絶たない。
○大企業での不正が次々と判明して、長年にわたって不正が行われていたことが分かった。
○不祥事が発覚した際、謝罪と再発防止への言及にとどまり、その背景や原因などの説明が十分になされていない。

利益優先の企業体質
○顧客の利益より営業成績や企業の利益を優先している。 ○自社の利益の追求ばかり考え、社会への還元を考える企業が少ないと感じる。

情報の不透明性
○企業によって内部通報に関する規定や窓口の整備にばらつきがあり、対応や情報処理がいいかげんである。
○自社に都合の良い内容だけ発信しているのではないかと感じる。

コンプライアンスの欠如
○社員に対する不当な扱いをはじめ、パワハラやセクハラなどの報道を目にすることが多く、企業に求められる倫理観が欠如していると感じる。
○検査データの捏造など、コンプライアンス意識が問われる不祥事が目立つ。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

89

58

52

51

48

47

46

41

36

20

19

17

4

安全・安心で優れた商品・サービス・
技術を適切な価格で提供する

雇用を維持・創出する

社会倫理に則した企業倫理を確立・順守する

経営の透明性を確保し、情報公開を徹底する

不測の事態が発生した際に的確な対応を取る

省資源・省エネや環境保護などに取り組む

先進的な技術・研究開発に取り組む

利益を確保し、納税する

社員の育成やワークライフバランスに取り組む
事業継続計画（ＢＣＰ）の策定など、
平常時から危機管理に取り組む

株主に利益を還元する

地域社会と共生する
メセナ（スポーツ・文化・芸術支援）
や社会貢献などに取り組む

（6個までの複数回答）
全　体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

69

68

50

35

35

33

24

20

12

9

2

新聞（ウェブ版を除く）

テレビ

情報提供会社のウェブサイト・ソーシャルメディア
（ニュース配信サイト・アプリなど）

マスコミのウェブサイト・ソーシャルメディア

企業が運営するウェブサイト

雑誌・書籍

企業が発行する刊行物
（会社案内、ＣＳＲレポート、アニュアルレポートなど）

個人・生活者などのウェブサイト・ソーシャルメディア

ラジオ

企業が運営するソーシャルメディア

その他

（5個までの複数回答）
全　体

3 企業が信頼を勝ち得るための重要事項

4 企業評価の際の情報源

「安全・安心で優れた商品・サービス・技術を適切な価格で提供する」が約９割。
「雇用を維持・創出する」が 58％と、雇用問題への関心が高まる

最も活用されているのは「新聞（ウェブ版を除く）」。次いで「テレビ」

Point

Point

　企業が社会からの信頼を今後さらに勝ち得ていくための重要事項としては、「安全・安心で優れた商品・サービス・技術
を適切な価格で提供する」が89％で最も高く、前回調査（2021年度87％）から２ポイント上昇した。また、「雇用を維持・
創出する」は58％で、コロナ禍など不測の事態における雇用の維持に向けた取り組みを重要視する傾向がある。

　企業を評価する際の情報源は、「新聞（ウェブ版を除く）」（69％）が最も高かったが、1999年度の第３回調査より15回
にわたって調査してきた中で、70％を下回ったのは初となった。続く「テレビ」（68％）は３年連続横ばいで推移している。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

6 74 16 21

5 73 18 2 2

6 60 28 5 2

2 42 40 14 3

1 9 47 40 3

信用する ある程度信用する あまり信用しない 信用しない 分からない

タレントやインフルエンサーなど著名人のコメントや評価

一般生活者からの評判（ソーシャルメディア、クチコミなど）

専門家（大学教授、有識者、評論家など）のコメントや評価

企業からの発信（企業のウェブサイト、各種刊行物、ソーシャルメディアなど）

メディアからの発信（ニュースや記事など報道）

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

全　体
（択一）

5 企業評価の際の情報発信者の信用度

「メディアからの発信」「企業からの発信」を約８割が信用Point

　企業を評価する際に利用する情報発信者の信用度については、「メディアからの発信（ニュースや記事など報道）」を「信
用する（信用する／ある程度）」との回答は80％で、過去２回（2019年度、2020年度）の調査結果と同水準だった。「企
業からの発信（企業のウェブサイト、各種刊行物、ソーシャルメディアなど）」も78％と、高い信用を得ている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

商品・サービスの品質を優先して購入を決める 90

商品・サービスの安全性を優先して購入を決める 68

商品・サービスの価格を優先して購入を決める 62

自分の好みを優先して購入を決める 46

商品・サービスを購入する際の利便性を優先して購入を決める 42

評判が良い企業の商品・サービスを優先して購入を決める 35
不祥事を起こしていない企業の商品・
サービスを優先して購入を決める 24

接客態度の良い企業の商品・サービスを優先して購入を決める 22
社会的責任を果たしている企業の商品・
サービスを優先して購入を決める 20

ブランド力が高い企業の商品・サービスを優先して購入を決める 15

その他 1

特になし 1

（5個までの複数回答）
全　体

6 商品・サービスを購入する際に重視する内容

「商品・サービスの品質を優先して購入を決める」が９割Point

　商品・サービスを購入する際、何を重視して決めているかを調査したところ、「商品・サービスの品質を優先して購入を
決める」が90％と最も高かった。このほか、５割を上回っている項目は、「商品・サービスの安全性を優先して購入を決
める」（68％）、「商品・サービスの価格を優先して購入を決める」（62％）となっている。
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　企業は社会課題の解決に取り組むべきか聞いたところ、「全ての企業が取り組むべきだ」が64％と最も多かった。「企業
規模にかかわらず、経営に余裕のある企業が取り組むべきだ」は24％、「大企業が取り組むべきだ」は７％にとどまった。

　社会課題の解決に取り組む企業の商品・サービスの購入意欲について聞いたところ、「価格が高くても購入する（高くて
も購入する／多少）」が50％で、前回調査（2021年度56％）から６ポイント減少した。社会課題の解決に取り組んでいる
か否かが、商品・サービスを購入する判断材料となる一方で、価格も意識する傾向が見られる。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 64 7 24 2 3

全ての企業が
取り組むべきだ

大企業が
取り組むべきだ

企業規模にかかわらず、
経営に余裕のある企業が
取り組むべきだ

その他 分からない

（択一）

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

全　体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022年度
（n=994） 3 47 43 3 5

2021年度
（n=1,290） 3 53 41 21

2020年度
（n=1,436） 3 51 40 3 2

価格が高くても
購入する

多少価格が高くても
購入する

同程度の価格であれば
購入する

低価格であれば
購入する

分からない

（択一）

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

全　体

7 企業の社会課題解決への貢献

「全ての企業が取り組むべきだ」が64％

社会課題の解決に取り組む企業の商品・サービスを「価格が高くても購入する」が５割

Point

Point

（1）企業の貢献度

（2）購入意欲
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 6 12 19 61 2

聞いたことがあり、
内容を知っている

聞いたことがあり、
内容をある程度
知っている 

聞いたことがあるが、
内容は知らない

聞いたことがなく、
内容を知らない

分からない

（択一）

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

全　体

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 25 47 4 1 23

重要である どちらかといえば
重要である

どちらかといえば
重要ではない

重要ではない 分からない

（択一）

※小数第1位四捨五入のため、合計が100％とならない場合もある。

全　体

8 企業経営のあり方

「内容を知らない」が８割

７割が「重要」との認識

Point

Point

　「パーパス経営」という用語を聞いたことがあるか、また、その内容を知っているか聞いたところ、「内容を知らない（聞
いたことがある／聞いたことがない）」が最も多く、８割に上った。「内容を知っている（知っている／ある程度）」は２割
弱にとどまった。

　理念やパーパスに基づく経営を「重要である（重要である／どちらかといえば）」と回答したのは72％だった。「重要で
はない（重要ではない／どちらかといえば）」は５％にとどまり、重要との認識が非常に高いことが分かる。

（1）パーパス経営の認知度

（2）企業理念やパーパスに基づく経営の重要度

◆「企業理念やパーパスに基づく経営が重要である（重要である／どちらかといえば重要である）」理由
　企業理念やパーパスに基づいた経営が「重要である（重要である／どちらかといえば）」理由として、企業は利益の追求のみならず、
社会の一員であることを自覚し、社会的責任を果たすことが大切であることが挙げられた。また、外部環境の変化に左右されない確固
たる理念を持つことや、存在意義を確立して三方よしの状態をつくりだすことなどの重要性が指摘されている。

社会との共生
○企業の事業目的が明確にある以上、常に社会性を持って維持発展を考えることが重要である。
○企業が存続するためには社会から理解されていることが必須である。
○企業は社会的に認められる事業を行うことで繁栄し、社会の発展に寄与することができる。

理念・パーパスの重要性
○掲げる理念や目標に対して真摯に取り組む企業は、今後の成長が見込める。 
○それぞれの企業に存在意義と社会的責任があり、原点に立ち戻って企業努力をすることはとても重要である。
○外部環境の変化に対してぶれない経営を継続することができる。

ステークホルダーからの支持・共感
○ステークホルダーからの信頼を獲得して支持・共感を得ることが、企業としての価値、利益につながる。
○パーパスに基づく経営を行う企業の商品・サービスを利用することで、消費者も社会に貢献できる。
○従業員、取引先、消費者のいずれに対してもなくては困る企業であって欲しい。
○企業の存在意義を明確にすることが従業員のモチベーション向上につながり、消費者にとっても購入への判断基準になる。

商品・サービスの価値向上
○明確な目標に向けてたゆまぬ努力を続けることで、商品やサービスは改善されていく。 
○パーパスのない企業の製品は、独自性に欠けると感じる。
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◆「企業理念やパーパスに基づく経営が重要ではない（重要ではない／どちらかといえば重要ではない）」理由
　企業理念やパーパスに基づいた経営が「重要ではない（重要ではない／どちらかといえば）」理由として、そもそも必要性を感じな
いといった意見が寄せられた。ほかにも、企業に余裕がないこと、世の中にあまり浸透していないこと、内容が不明確であることなど
が挙げられている。昨今の情勢を受けた厳しい環境下では、収益の安定や社員の雇用を最優先にするべきであり、企業の存在意義に基
づく社会貢献などを無理に行う必要はないとする意見が見受けられた。

必要性を感じない、余裕がない
○経営に余裕がある大企業を除き、多くの企業ではそれに割くリソースがないと感じる。 ○そもそも必要性や必然性を感じない。 
○昨今の厳しい状況下では、収支の安定や社員の雇用を最優先するべきであり、無理に社会貢献はしなくてよい。
○企業は安全な製品やサービスを提供することが最も重要である。

浸透していない、不明確である
○世の中に浸透しておらず、内容が分からない。 ○いまさらパーパスなどと言わなくても、企業の理念や経営目的はあると思われる。
○中身がなく流行りに感じる。 ○社会における役割を示すことは大事だと思うが、何をするかが重要である。

アイリスオーヤマ 味の素 イオン
岩谷産業 オムロン 花王
カルビー キヤノン 京セラ
キリンホールディングス サントリー 資生堂
住友林業 セブン＆アイ・ホールディングス 全日本空輸
ソニーグループ ソフトバンク トヨタ自動車
ナイキ 日産自動車 日清食品
日本航空 ネスレ日本 パタゴニア
パナソニック 日立製作所 ファーストリテイリング
富士通 本田技研工業 三菱商事
ライオン リコー

（３社までの複数回答　上位32社　50音順）

●理念・ビジョン・パーパスについて興味・関心を持った企業●

社会広聴アンケート 詳細をご覧になりたい方は！

https://www.kkc.or.jp/
経済広報センター　社会広聴アンケート
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めてトラックを使った貨物運送事業を開始しました。
その後、定期便を開始し、事業を拡大した第一のイノ
ベーション、宅急便が誕生した第二のイノベーション
を経て、2019年に創業100周年を迎えました。
　ヤマトグループの100年の歴史を振り返ると、「変
わるべからざるもの」として創業者の小倉康臣が制定
した「社訓」があります。「ヤマトは我なり」「運送行
為は委託者の意思の延長と知るべし」「思想を堅実に
礼節を重んずべし」の３つを掲げています。
　小倉康臣は、会社経営において、経営者が合理的な
経営を行ったとしても、会社が社会から認められるた
めには、一緒に働く一人ひとりの心がけが最も重要で
あると考え、現在でも毎日社員は社訓３カ条を唱和し、
会社を代表して荷物を届けるという使命を持って、
日々の業務に取り組んでいます。
　同社は、「豊かな社会の実現に貢献する」を経営理念
に掲げ、創業以来、日本初となる「路線事業」や「宅
急便」、新たな物流システムの開発など、時代の変化に
応じた価値あるサービスを提供してきました。
　近年、様々な産業で電子商取引化が急速に進む中、
お客さまのニーズを的確に捉え、新たな価値を創造し、
物流事業を通して社会課題の解決に取り組んでいます。

ヤマトグループ歴史館「クロネコヤマトミュージ
アム」の特徴

　クロネコヤマトミュージアムは、創業100周年事業
の一環として設立されました。100年の歩みをたどっ
てみると、そこにはいつもお客さまの存在がありまし
た。お客さまの生活や世の中の移り変わりとともに歩
んできた同社は、日頃の感謝の気持ちを伝えるととも
に、お客さま自身の歴史も振り返っていただこうとい
う思いを込めて同ミュージアムをオープンしました。
　同施設は、４つのコーナーに分かれており、まず、
馬車や大八車が主流だった時代にトラック４台で貨物
運送事業を開始したヤマトグループの原点を知る「創
業の時代」。次に、1929年日本初の路線事業を開始し
た大和便と戦前戦後の事業を学ぶ「大和便と事業多角

●	ヤマトホールディングスからの説明

ヤマトホールディングスの概要
　ヤマトホールディングスは、1919年に日本で初め
てトラックを使った運送会社、大和運輸株式会社とし
て創業しました。
　2022年、グループ全体の社員数は約21万人。2021
年度年間の宅急便配達数は約22億個に上り、宅急便開
始初年度の配達数170万個と比較すると、1300倍以上
の宅急便を届けています。
　創業当時、トラックは全国に204台しかありません
でしたが、同社はそのうちの４台を購入し、日本で初

お客さまと共に歩んだ100年の歴史を学び、
物流事業の未来を考える
12月14日、ヤマトホールディングスのヤマトグ
ループ歴史館クロネコヤマトミュージアム（東京
都港区）で「企業と生活者懇談会」を開催し、社
会広聴会員13名が参加しました。まず、ヤマト
ホールディングスから、会社概要と100周年記念
事業として設立された同施設の概要について説明
を受けた後、「創業の時代」「大和便と事業多角化
の時代」「宅急便の時代」「新たな価値創出の時代」
の４つのコーナーを見学しました。また、実際に
使用されていた集配車両の乗車体験やセールスド
ライバー（以下ＳＤ）の道具なども見学し、最後
に質疑懇談を行いました。
ヤマトホールディングスからは、2022年10月まで
同ミュージアムの館長だったコーポレートコミュ
ニケーション部マネージャー白鳥美紀氏が案内し
ました。

第234回【東京　2022年12月14日】

ヤマトホールディングス
株式会社
クロネコヤマトミュージアム
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　参加者たちは、その後、約14メートルの大型ワイド
スクリーンで、「家族４世代とヤマトグループ100年
の物語」を視聴し、同社が私たちの生活にいかに身近
な存在であるかを理解しました。

大和便と事業多角化の時代
　「大和便と事業多角化の時代」では、日本初の路線
事業が生まれた背景や仕組み、戦後に取り組んだ事業
の多角化を紹介しています。
　創業間もない頃から、小倉康臣は同じ事業に取り組
み続けていたのでは、会社は成長しないと考え、常に
新しい事業を模索していました。1927年、視察で訪れ
たロンドンの運送会社カーターパターソン社のドア・
ツー・ドアの定期便の仕組みを日本で作り上げようと
決心し、1929年、日本初の路線事業を開始しました。
それまでは、百貨店の荷物や引越しなどの貸し切り事
業を中心に行っていましたが、定期便を開始すること
で複数のお客さまの荷物をお届けできる、積み合わせ
事業が主体となっていきました。定期便開始から6年
後には、関東一円ネットワークを構築し、翌年には名
称を「大和便」と変更しました。この「大和便」が現
在の「宅急便」のネットワークにつながっています。
　ここでは、当時の配達風景としてリアカーを引くＳ
Ｄのグラフィック、大和便時代の宣伝広告物のレプリ
カなどが展示されています。その後、太平洋戦争が始
まると、同社も大和便事業が休止に追い込まれると
いった影響を受けましたが、戦後は復活させ、GHQ
が日本から引き揚げる際、マッカーサー元帥の引越作
業を担当するなど、航空貨物や美術品の梱包輸送など
幅広く事業を拡大していきました。
　参加者は、現在の同社のシンボルマークであるネコ
マークのヒントとなった絵を見ながら、ネコマーク誕生
エピソードに大変関心を寄せて説明を聴いていました。

化の時代」。続いて、今日では私たちの生活に欠かせ
ない存在となった宅急便の歴史をたどる「宅急便の時
代」。最後に、電子商取引化が進む中、物流事業にお
ける新しいサービスについて理解を深める「新たな価
値創出の時代」で構成されています。また、「宅急便
の時代」には、体験コーナーがあり、宅急便専用集配
車両「ウォークスルー車」への乗車や荷物の積み付け
体験など、実際にＳＤの現場を肌で感じることができ
ます。各時代では、年表とともに、ミニチュアの模型
や当時の様子が分かる映像や展示など、スロープを下
りながら、見学することができます。
　ミュージアムの見学を通じて、今では身近に利用す
る「宅急便」の仕組みはもちろん、会社として同社の
画期的な取り組みや「ネコマーク」の誕生など、危機
に直面しても乗り越え、歩んできたヤマトグループの
100年の歴史を深く理解することができます。

●	見学の様子

創業の時代
　「創業の時代」では、創業の地である銀座の風景と、
創業間もない頃の会社の様子を紹介しています。
　大八車や馬車の通行が主流だった1919年当時、銀
座４丁目の交差点で日本初の交通整理が行われ、馬車
などの通行が禁止となりました。創業者である小倉康
臣は、「これからはスピードの時代だ」と自動車に注
目し、東京・銀座でトラック運送会社を創業したこと
が始まりです。また、運転手の応対や服装が会社の信
用と品位を代表するものと考え、トラック業界では類
のなかった制服・制帽を採用しました。この時代では、
フォード社製T型トラックのミニチュア模型や、社員
教育に活用した社訓の訓示を吹き込んだレコードの音
源で、小倉康臣の肉声を実際に聞くことができます。

ミュージアム全体の説明

宅急便オリジナルの包装資材について説明
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宅急便の時代
　「宅急便の時代」では、経営の危機に陥った際、同
社を救った「宅急便」がどのように誕生し、私たちの
生活に定着したのか、その軌跡を紹介しています。
　1950年代の後半から日本は高度経済成長期を迎え、
高速道路が急速に整備されました。それを受けて、そ
れまで白物家電の配送は鉄道による貨物コンテナ輸送
が主流でしたが、長距離トラック輸送に移行していき
ました。しかし、その事業参入に同社は大きく乗り遅
れ、経営危機に陥ってしまいました。そこで、1971
年に２代目社長に就任した小倉昌男は、背水の陣の思
いで「宅急便」事業を始めました。当時は、民間企業
が家庭から家庭への荷物を運ぶことは採算がとれな
い、というのが業界の常識であったため、役員会で強
く反対されました。しかし、小倉昌男は社内の逆風に
も負けず宅急便事業の必要性を訴え、1976年１月、
電話１本で集荷・翌日配達をコンセプトにした「宅急
便」を開始しました。このコーナーでは、「宅急便」
の開発背景のパネルや当時のＣМの映像が見学でき、
事業開始当初の様子について理解を深めることができ
ました。
　「宅急便」誕生以降、お客さまの多様なニーズに応
えるため、スキー宅急便やゴルフ宅急便、クール宅急
便と新たなサービスを開始し、「宅急便」が成長して
いった時代となりました。この成長の時代に、宅急便
集配車「ウォークスルー車」が開発されました。

　その後、同社はお客さまが住む地域全てに荷物を届
けたいという思いから、1997年にようやく宅急便全
国ネットワークを完成させました。ここでは、歴代の
情報機器の展示や実物の「ウォークスルー車」への乗
車体験をはじめ、ＳＤが使用していた機器の展示の見

学や制服の着用など、実際にＳＤの仕事を体感するこ
とができました。また、荷物が届くまでの流れをまと
めたパネルも展示されており、宅急便の仕組みについ
て学ぶことができました。

新たな価値創出の時代
　2000年代以降も、グループの理念として掲げてい
る豊かな社会の実現に貢献するために様々な側面から
商品・サービスの提供に取り組んでいます。例えば、
ドローンを使った配達の実証実験や地域の困りごとお
助けサービスなど、多様化するニーズの中で生み出さ
れた物流の新たな価値やライフスタイルの変化に応え
る形で進化し続けている様子を紹介しています。

●	懇談会の概要

	 企業として、利潤の追求と社会的価値の提供をど
のように考えていらっしゃいますか。

	 「サービスが先、利益は後」２代目社長小倉昌男

の理念のもと、日々お客さまのニーズに応えて良

いサービスを提供し続けていくことが重要である

と考えています。

宅急便集配車「ウォークスルー車」の現物

社員になりきり荷物をお届けする体験コーナー

100年後の未来を創造するコーナー

Q

A
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	 時間帯お届けサービスが生まれたきっかけは何で
すか。

	 元々、宅急便は、お客さまに手渡しでお届けする

ことが原則とされています。しかし、働き方が多

様化する中で、自分が家にいるときに直接受け取

りたいといった多くの要望を受けて、1984年、在

宅時配達制度が導入されました。その後、1988年

に夜間お届けサービス、1998年に６つの時間帯を

選択できる時間帯お届けサービスが誕生しました。

	 ヤマトグループの不在票に切り込みが入っている
のは、どのような意味を表すのでしょうか。

	 1997年、誰もが使いやすいサービスにとの思いか

らヤマトグループの不在票に切り込みがつけられ

ました。ある時、視覚障がいがある社員が、同じ

ように目の不自由な友人から、「ポストに入って

いた不在票がどこの宅配便か分からず、一人暮ら

しのため確認できる人もおらず不便だ。」という

話を聞きました。その後、同社員は目の不自由な

人でもクロネコヤマトの宅急便だと分かるような

工夫が必要だと会社に提案した結果、クロネコヤ

マトの宅急便だと連想できるような猫の耳の形の

切り込みを入れた不在票が誕生しました。

	 ヤマトグループ歴史館運営の意義とは何ですか。	
	 ヤマトグループ100年の歴史は、お客さまの生活

や社会に寄り添い、お客さまと一緒に歩みながら

作り上げてきたものです。来館されるお客さまが

それぞれの立場でヤマトグループとのつながりを

感じていただくとともに、お客さま自身の歴史も

振り返っていただくことを意義としています。

●	参加者からの感想

▶ 社会インフラとなった宅急便が開発されるまでのヤ
マトグループの歴史を学ぶことができ、非常に有意
義な時間でした。経営危機をバネにして、イノベー
ションを生み出したことを聴き、現在の日本企業に
も参考になる話だと感じました。

▶ ヤマトグループは日々利用し、大変身近な存在です
が、知らないことばかりで興味深くミュージアムを
見学させていただきました。また、丁寧な荷物のお
届けが評価され、婚礼輸送や美術品輸送など事業を
拡大したことを知り、現在にも受け継がれていると
実感しました。

▶ クロネコヤマトミュージアムは、会社の歴史を深く
知ることができ、お客さまのためにというスタイル
が会社の発展につながっているのだなと強く感じま
した。また、懇談会では参加者の様々な意見を聞く
ことができて楽しい時間でした。

▶ 懇談会を通じて、宅急便の素地として路線便があっ
たことや、ヤマトグループの経営者自身に進取の気
性があったことを学ぶことができ、有意義な1日と
なりました。

 

（文責　主任研究員　桑原 苗代）

●ヤマトホールディングス ご担当者より●

　企業と生活者懇談会に当館を選んでいただきありが
とうございました。当日は、感染拡大防止のため人数
を制限させていただき、参加ご希望の方全員をご案内
できず申し訳ございませんでした。参加の皆さまには、
展示を通して当社の歴史を支えてきた「イノベーショ
ンを起こすチャレンジ精神」と社訓を始めとする「企
業理念」をご理解いただけたのではないかと思います。
これからもお客さまと共に歩んでまいりますので、ご
愛顧のほどよろしくお願いいたします。　　　　　　

懇談会の様子

Q

Q

Q

A

A

A



　日本は、他国と送電網でネットワークが構築されて
いる欧州や北米とは異なり、全ての電気を自国で発電
しなければならないという環境の中、東日本大震災以
降、全国の原子力発電所が停止し、現在では、電源構
成の７割以上が火力発電となりました。加えて、日本
は燃料となる石油やガス、石炭などのエネルギー資源
に乏しく、自給率は13.4％※と約９割を海外に依存し
ている状況です。そのため、エネルギー資源の供給途
絶が発生すれば、電力の需給ひっ迫の危機に陥り、国
民生活や経済活動に甚大な影響が生じてしまう可能性
があります。
　このような電力事情から、日本はエネルギー政策の
基本方針として「Ｓ＋３Ｅ」の同時達成を掲げていま
す。これは、安全性（Safety）の「Ｓ」を大前提と
して、安定供給（Energy Security：エネルギー自給
率の向上、中長期的な供給力の確保）、経済効率性

（Economic Efficiency：電気料金の上昇低減）、環
境適合性（Environment：温室効果ガス排出量の削減）
の「３つのＥ」を示し、それらの観点から、多様なエ
ネルギー源をバランスよく組み合わせて発電するエネ
ルギーミックスを目指しています。

　大手電力10社（北海道電力、東北電力 、東京電力
ホールディングス、中部電力、北陸電力、関西電力、
中国電力、四国電力、九州電力、沖縄電力）の2022

年度第３四半期の決算によると、10社全てが前年度
と比べて大幅に売上高が増えている一方で、９社が経
常利益で大きなマイナスを計上しており、赤字総額は
１兆円超の規模に上ります。この要因の一つとして、
原油やＬＮＧ（液化天然ガス）などの燃料の価格変動
をもとに毎月決定される「燃料費調整額」が上限に到
達していることが挙げられます。電力会社は燃料価格
の高騰や為替の影響を受けた場合に、月々の電気料金
を構成する①基本料金、②電力量料金、③再エネ賦課
金のうち、②の電力量料金に燃料価格の値上がり分を
燃料費調整制度により反映することができます。しか
し、燃料費調整額の上限を超える燃料価格は電気料金
に反映することができず、電力各社が負担するため、
電気を売れば売るほど赤字になる状態です。

　燃料価格は、2022年８月と2020年８月を比較す
ると、ＬＮＧは3.3倍、石炭は6.5倍、原油は4.3倍も
上昇しています。燃料価格の高騰により電力各社は非
常に厳しい経営状態が続いており、このままでは電力
設備などに適切な設備投資を行うことができず、将来
の電力安定供給にも支障をきたすことになりかねない
ことから、10社中７社の電力会社が家庭の電気料金

日本の電力事情が直面する課題特集

安心して電気を使えることは、国民生活の維持・向上や経済・産業の発展に欠かせません。しかし、燃料価格や
物価などが高騰し続けている昨今、日常生活に直結する電気代の値上げに関するニュースが世間の注目を集め、
2022年３月には日本で初めて政府による電力需給ひっ迫警報が発令されるなど、電力の安定供給も脅かされて
います。今号では、日本の電力事情を取り巻く環境変化や直面する課題などについて、電気事業連合会広報部の
ご担当者にお話を伺いました。

電気料金を構成する３つの要素（資源エネルギー庁サイトより）

～安全を大前提とした安定供給・経済効率性・環境適合性を確保するためのエネルギーミックスの重要性～
電気事業連合会

日本の現在の電力事情と政策

電力会社が抱える課題と現状

※資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」の2021年度速報値
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ジェクトの中止といった様々な要因が背景にある中、
2022年３月に発生した福島県沖地震の影響で火力発
電所が停止して供給力が低下し、さらに、季節外れの
真冬並みの寒さによる暖房需要の増大も重なったこと
で、同月に日本で初めて“電力需給ひっ迫警報”が発
令される事態となりました。
　なお、今冬の電力需給も、安定供給に最低限必要と
される予備率３％を確保されているものの、想定以上
の気温変動による需要増加や電力設備の計画外停止に
よる供給力の減少リスクなどを踏まえると、依然とし
て予断を許さない厳しい状況が続いています。

　こうした日本の電力事情が直面する課題を踏まえ、
２月に、政府は安全確保を大前提とした原子力の活用
と再エネの最大限導入に向けた方策を柱としたＧＸ脱
炭素電源法案を閣議決定しました。また、持続可能性
の観点からも、再エネ20％、原子力4％で、火力
76％となっている電源構成（2020年度）について、
2030年の発電方法の主要な組み合わせとして、再エ
ネ36 ～ 38％、原子力20 ～ 22％、火力41％の構成
割合を目指しています。

　燃料価格や為替の乱高下、また気候変動など、電力
の安定供給を脅かす要因は多数存在しています。これ
らに柔軟に対応していくためにも「経済や環境とのバ
ランスを保ちながら、発電に必要となるエネルギーの
選択肢を拡充していくこと」「多様な電源を確保し、
組み合わせ、電源別のメリット・デメリットの補完関
係を築いていくこと」が重要となります。
　そして、火力発電の脱炭素化、安全の確保を大前提
とした原子力発電の最大限の活用、電化の推進などに
より、2050年カーボンニュートラルの実現に貢献す
るとともに、今後も需給両面であらゆる対策を講じ、
電力の安定供給を通じて国民の皆さまに安全・安心を
届けることこそが、電気事業に携わる我々の使命であ
ると考えています。

の値上げを申請しています。（2023年2月時点）

　世界的な脱炭素化の加速を踏まえ、日本もカーボン
ニュートラルを目指し、発電時にＣＯ２を排出する火
力から太陽光などの再生可能エネルギーに転換する、
ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）への歩み
を進めています。
　日本では再エネの導入拡大が進んでおり、太陽光発
電の平地当たりの設備容量は世界最大水準となってい
ます。一方で、日本特有の問題として、遠浅の海が少な
いことから、洋上風力発電を設置できる面積が同じ島国
のイギリスの８分の１程度にとどまっています。
　今後、さらに再エネを導入拡大していくために、よ
り多くの電力が貯められる蓄電池の開発や、蓄電池を
送電網に接続して複数の事業で共有化することで電力
の需要と供給を調整する取り組み、加えて、必要なエ
リアに必要な電力を全国大で広域融通するための地域
間連携線の強化などが進められています。
　また、太陽光発電や風力発電は、発電時にＣＯ２を
排出しないというメリットがありますが、発電量が天
候に左右されるというデメリットがあることから、再
エネの出力変動をカバーする調整電源として火力発電
も引き続き重要な役割を担います。

　現代社会において安心して電気を使えることは、国
民生活や経済活動にとって必要不可欠です。「Ｓ＋３Ｅ」
の基本方針の通り、安全性が最も大切なことは明白で
すが、他の要素についても軽視することはできません。
　再エネの急速な拡大により稼働率の低下した火力発
電所の休廃止の増加、原子力発電所の再稼働の遅れ、
世界的な脱炭素化の加速化による新設火力発電所プロ （聞き手　主任研究員　村中隼斗）

蓄電池技術の進化と普及に向けた取り組み
（資源エネルギー庁「グリーンエネルギー戦略 中間整理」より）

再生可能エネルギーの可能性と新たな取り組み

電力事情の将来

電力の安定供給に向けて

2030年における発電方法の
組み合わせ目標

（電気事業連合会サイトより）

特集 日本の電力事情が直面する課題● 14
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Ａ.　特殊詐欺とは、被害者に電話をかけるなどして実際

に会うことなく信頼させ、指定した預貯金口座へお金を

振り込ませるなどの方法で現金などをだまし取る犯罪で

す。2022年の被害件数は1万7520件、被害総額は361億

円にも上り、非常に深刻な状況となっています。被害者

の約９割は65歳以上で、そのうちの約８割が女性です。

特殊詐欺被害の中では、「オレオレ詐欺」が被害額ベー

スで最も多く、全体の３割以上を占めています。典型的

な手口としては、あらかじめ家族情報を入手した上で、

子どもや孫をかたり、「会社の小切手が入ったカバンを

電車に置き忘れてしまった」「お金を今日中に立て替え

ないといけない」「立て込んでいるため、代わりの者が

お金を受け取りに行く」などもっともらしい話で相手を

だまし、「急いでお金を用意してほしい」と相手を慌て

させてお金を要求してくることが特徴です。警察官や銀

行員などを装うこともあります。少しでも「おかしい

な」「変だな」と思ったら、一刻も早く警察や銀行へ連

絡してください。

Ａ.　年々、犯行の手口が巧妙化し、身の上話などを交

えながら子どもなどに成り済まし、「今日中」「今す

ぐ」といった相手を急き立てる言葉を用いて冷静に判断

する時間を与えずに、お金を要求してくるケースが多い

です。警察庁が2018年に実施したアンケートの結果に

よると、多くの被害者は、「自分は大丈夫。絶対だまさ

れたりはしない」「家族の声や嘘を見分けられる」と

思っていたことが分かっています。特殊詐欺は知らない

うちに被害に巻き込まれてしまいます。他人事とは思わ

ず、自分が被害に遭うかもしれないと考えて、次のよう

な準備をしておくことが大切です。

①特殊詐欺の手口として、電話による犯行が多いため、

まずは知らない電話に出ないこと。

②電話での会話は相手に誘導される危険が潜んでいるた

め、留守番電話機能の設定や会話の自動録音機能が内蔵

された電話機を利用すること。

③家族間で合言葉を決めておいたり、困ったときの相談

先を決めておくこと。

④日頃から家族や友人とコミュニケーションを取り、特

殊詐欺の話をしておくこと。

　他にも、ATMの利用限度額を引き下げておくことで

万一被害に遭っても被害を最小限に食い止めることがで

きます。

Ａ.　特殊詐欺の被害に遭った場合、「振り込め詐欺救

済法※」という法律に基づき、振り込んでしまったお金

が戻ってくる可能性がありますので、直ちに警察や銀行

に連絡してください。被害に遭った可能性が考えられる

方も、遠慮なく銀行に相談してください。

（聞き手　主任研究員　桑原苗代）

特殊詐欺被害が急増！安全・安心に暮らすために今すぐ対策を

※�振り込め詐欺などの被害者に対して、振り込んだ先の口座（犯罪利用
預金口座）に残高が残っている場合、当該残高を原資として被害額の
全部または一部の支払いを行うことにより被害の回復を図ることなど
を目的とした法律です。振り込め詐欺のほか、社債・未公開株などの
取引を装った詐欺やヤミ金融の被害も、振り込みにより被害が発生し
た場合は、対象となります。

近年、金融犯罪が多発しています。その中でも特殊詐欺の増加が著しく、深刻な被害が後を絶ちません。
今回は、特殊詐欺の手口や対策について全国銀行協会の担当者にお話を伺いました。

特殊詐欺とはどのようなものですか。Q

被害に遭った場合どうしたらよいですか。Q

オレオレ詐欺などの特殊詐欺にだまされないよ
うにするにはどうしたらよいでしょうか。Q

全国銀行協会の特殊詐欺の防止に向けたポスター
○全国銀行協会が金融犯罪の手口と防止策について紹介しています。
https://www.zenginkyo.or.jp/hanzai/
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経済広報センターニュース経済広報センターニュース

経済広報センターは、経済界の主張・考え方について社会の理解促進を図るため、また、当センターの活動を
知っていただくため、新聞を活用した広報活動を行っています。
2023年１月～２月のタイトルをご紹介します。内容は当センターのホームページ（https://www.kkc.or.jp/
policy/nikkei_article.php）でご覧いただけます。
１月11日　「『企業行動憲章 実行の手引き』を全面改訂」
２月22日　「サーキュラー・エコノミーの実現に向けて」

「再エネ賦課金」とは？
　再エネ賦課金の正式名称は「再生可能エネルギー発電促進賦課金」です。2012年7月に定められた「電気事
業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」により、太陽光発電や風力発電といった再生
可能エネルギーの普及・促進を目的として導入されました。毎月の電気料金に含まれ、「１ヶ月あたりの電気
使用量×単価※」で算出されます。
　１世帯あたりの１年間の電気使用量4047kWh（全国平均）を、2022年度の単価3.45円で計算すると、年間の
支払額は約14000円になります。
　再エネ賦課金は、電気事業者が電気を買い取るための費用となり、最終的には再エネで電気をつくっている
方に届きます。再エネによる発電の普及によって、日本のエネルギー自給率の向上につながり、化石燃料への
依存度を下げ、燃料価格の乱高下に伴う電気料金の変動を抑えることが期待できるため、賦課金という形で電
気を使う全ての方が負担する仕組みになっています。一方で、単価は再エネ設備の増加などに伴って年々上昇
しており、家計の負担増が課題となっています。

このコーナーでは、最近よく耳にする言葉や略語になっていて分かりにくい言葉などを解説します。

日本経済新聞に意見広告を掲載

大型突出（h66.5㎜×w105㎜）_2023.0111

「企業行動憲章 実行の手引き」を全面改訂
「サステイナブルな資本主義」の確立に向けて、
社会性の視座に立脚した企業行動の実践を

http://www.kkc.or.jp/

　経団連は、「企業行動憲章」の精神を自主的に実践するための参考資料
「企業行動憲章実行の手引き」を５年ぶりに全面改訂しました。
　企業は今、人権の尊重や働き方改革、人への投資を行いつつ、グリーントラ
ンスフォーメーションやデジタルトランスフォーメーションを通じて社会的
課題の解決を目指すことや、多様なステークホルダーとの新たな
価値の協創などが求められています。経団連は、社会性の視座に
立脚した企業行動の実践を働きかけていきます。

 

経団連　実行の手引き詳しくは

2023年１月11日　日本経済新聞掲載

用語解説用語解説用語解説

　需要の世界的な拡大や国際情勢の変化に伴う供給の不安定化により、資源
確保への懸念が高まっています。そこで、資源循環を促進し、環境負荷を低減さ
せながら経済安全保障の強化・経済成長を目指す「サーキュラー・エコノミー」
の実現が求められています。経団連では、サーキュラー・エコノミーの実現に
向け、環境配慮型設計の促進や再生材の一層の普及、効率的な
回収・再資源化の実現、サプライチェーンにおける情報流通の
円滑化など９つの施策を
求める提言を公表しました。

サーキュラー・エコノミーの実現に向けて

経団連は、資源循環を通じ成長を目指す
サーキュラー・エコノミー実現を提言しました

http://www.kkc.or.jp/

経団連　サーキュラー・エコノミー詳しくは

大型突出（h66.5㎜×w105㎜）_2023.0222

2023年２月22日　日本経済新聞掲載

社会広聴活動　お問い合わせ先
●経済広報センター	 ●社会広聴活動のページ
　国内広報部　社会広聴グループ	 　入会・変更のページ
　電　　　話：03−6741−0021	 　https://www.kkc.or.jp/society/index.php

●経済広報センターホームページ
　https://www.kkc.or.jp/

詳しい活動内容を
知りたい方はコチラ

※経済産業省	ニュースリリース参照



17 ● ネットワーク通信  No.94

オンラインセミナー「カーボンニュートラ
ルの実現に向けた日本の業界の考えや取り
組み」について

� これまでは排出するＣＯ２をいかに削減するかが議論
の中心でしたが、新たな技術で、ＣＯ２を排出しない
方法に置き換えていくという考え方が主流になってき
ていると感じました。 （40代・男性・兵庫県）

� 脱炭素に向けて環境問題を考え、改善に向けて真剣に
取り組んでいる企業の姿勢に感心しました。 
 （60代・女性・東京都）

� 家電製品における「ＪＩＳグリーンマーク」について
初めて知りました。消費行動においてカーボンニュー
トラルを意識していきたいと思います。 
 （70代・男性・埼玉県）

� カーボンニュートラルと聞いても正直ピンときません
でしたが、具体的にどのような取り組みが行われてい
るかを知ることができて勉強になりました。 
 （30代・女性・神奈川県）

� カーボンニュートラルの取り組みは、業界単独で取り
組んでいくのではなく、関連分野と連携することで実
行力が高まっていくことを改めて認識しました。 
 （60代・男性・北海道）

� 廃プラスチックの油化の開始に期待するとともに、家
電製品を購入する際は「省エネラベル」や「ＪＩＳグ
リーンマーク」を参考にしたいと思います。 
 （40代・女性・神奈川県）

� 石油業界が率先してカーボンニュートラルに取り組ん
でいることを頼もしく感じました。消費者がすべきこ
とも多々あると思うので、一般市民への啓発も期待し
ています。 （60代・女性・栃木県）

� カーボンニュートラルにおいてエネルギー業界が果た
す役割は非常に大きく、ますます石油連盟の取り組み
に期待が高まります。 （50代・男性・埼玉県）

� 石油業界と電機・電子業界の考え方や取り組み状況が

よく分かりました。今日から自分が実践できることを
やっていこうと思います。 （60代・男性・大阪府）

� 合成燃料ｅ－ｆｕｅｌの場合、既存の設備や利用機器
を使えるという点が印象的で、早く導入が進めば良い
と思いました。 （20代・男性・千葉県）

「企業と生活者懇談会－KDDI株式会社－」
について

� 写真を使って説明がされていたので、ページを読むこ
とで実際に行った気分を味わえました。 
 （20代・男性・埼玉県）

� 日本に電信技術をもたらすきっかけが「黒船来航」に
あったことに驚きました。常に新しいことに挑戦する
姿勢に感心しました。 （70代・女性・福岡県）

� ＩＤＯ電話を使用していたので、大変懐かしい気持ち
になり、時代の変遷を感じました。ＫＤＤＩはＣＭ効
果もあり、企業イメージがうまくつくられていると思
います。 （60代・男性・愛知県）

� 150年前に始まる日本の国際通信を世界へとつなげて
きた挑戦の歴史に驚きました。通信会社の競争が激し
い中、安定した通信インフラのためにネットワークの
確保と事故の発生防止を期待しています。 
 （60代・女性・茨城県）

� ＫＤＤＩの独自性を学ぶ非常に良い機会になりました。 
 （40代・男性・神奈川県）

� 技術や社会の進展にキャッチアップできない消費者へ
の支援策に力を入れていることが非常によく分かりま
した。 （70代・女性・東京都）

� 携帯電話の会社として身近ではあるが、様々な取り組
みを行っていることを知らなかったので、ＫＤＤＩに
ついて改めて理解を深めることができました。 
 （60代・男性・北海道）

� ＫＤＤＩにミュージアム施設があることを初めて知り
ました。利用しているスマートフォンの使用方法しか
知らず、企業の歴史などについて理解をしていなかっ
たため、懇談会の様子からＫＤＤＩについて学ぶこと
ができました。 （70代・女性・鹿児島県）

� 通信と一言でいっても、様々な技術開発の歴史があっ
て今日に至っていると思います。さらに発展する素晴
らしい分野だと思いました。 （70代・男性・東京都）

「社会広聴会員」からの
ご意見・ご感想
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� ａｕブランドの携帯電話やスマートフォンの歴史をた
どるＣ－ＺＯＮＥの様子からワクワク感が伝わってき
ました。 （60代・女性・大阪府）

� 「黒船来航」の話には驚かされました。自分の生まれ
る前の昔の通信技術の歴史は勉強になりました。今後
の通信技術の進化に期待したいです。

 （20代・女性・東京都）

オンラインシンポジウム「人生100年時
代を支えるオンラインヘルスケアとは？」
について

� オンラインヘルスケアは、今後ますます必要になって
きます。離島の多い日本において医療を充実させてい
くためにも官民を挙げて取り組むことを期待していま
す。 （60代・男性・香川県）

� 日本は、諸外国と比べて医療分野のＩＴ化が遅れてい
る部分はありますが、国も医療ＤＸを推し進めている
ため今後に期待しています。また、民間企業が最先端
の技術を活用して、様々な医療・介護サービスを提供
していることは大変勉強になりました。  
 （20代・女性・東京都）

� 日常の健康管理、医薬品の受け取り、遠隔診療サービ
スなど、オンラインで健康を維持するための様々なシ
ステムが導入されてきていることや、従来通りの対面
型の診療に新しい診療方法が加わることをうれしく思
います。 （60代・女性・兵庫県）

� オンライン診療やオンライン介護などで継続監視でき
るシステムは、往来時間の節約や人手不足への対応に
もなり、とても役立つと思います。  
 （70代・男性・東京都）

� 病院に行かなくても診療をしてもらえることは、体の
不自由な方や高齢者、介護者にとって安心だと思うの
で、早く普及することを期待しています。  
 （50代・女性・東京都）

� オンラインと対面それぞれの良さを活かして、組み合
わせることでより質の高いヘルスケアを実現できるこ
とを期待しています。また、医療従事者や介護従事者
にとっても働き方改革につながるのではないかと思い
ました。 （70代・男性・群馬県）

� 遠隔診療には強い期待をしています。寝たきりの人で

も診療が受けられる医療社会が早く実現してほしいで
す。 （60代・女性・東京都）

� オンライン診療で投薬や治療を受けることができるよ
うになると、ウイルス感染のリスク回避や診察の待ち
時間も解消されると思い、一日も早い導入を期待して
います。 （60代・女性・福井県）

� 介護施設など入居者の睡眠状況の把握を巡回せずにで
きる睡眠センサーや腕時計型血圧計など健康を管理し
ていくために役立つと思います。  
 （70代・男性・東京都）

� 今後ますます拡大していくオンラインヘルスケア分野
について取り上げていただき、世の中の動静を知るた
めの重要な内容だと思いました。  
 （80代・男性・神奈川県）

「経済広報センターニュース」について

� 「クルマのある風景」フォトコンテストが面白かった
です。多様な取り組みに期待しています。  
 （50代・女性・福岡県）

� 各記事に二次元コードが付いているのは、興味がある
記事のリンクを探す手間がなく、とても良いと思いま
す。 （40代・男性・東京都）

� ５Ｇとは、スマホの用語だと思っていたが、用語解説
を読んで正しい意味を学ぶことができました。今後も
身近にある用語を簡単に解説するコーナーは続けて
いってほしいです。 （50代・女性・福岡県）

� 様々な企業が工夫をして、お客さまにサービスを提供
していることは素晴らしいと思いました。  
 （40代・女性・大阪府）

� 世の中の問題をテーマに、私たちに分かりやすく取り
上げているので、毎回ネットワーク通信を楽しみにし
ています。 （60代・女性・埼玉県）

� 見学会は参加したいイベントのひとつであり、楽しみ
にしています。 （50代・女性・東京都）



2023年 No.94 春号
発行／ 一般財団法人 経済広報センター
〒100-0004 東京都千代田区大手町1-3-2 経団連会館19階
TEL：03-6741-0021  FAX：03-6741-0022
発行日／ 2023年３月30日

https://www.kkc.or.jp/

社会広聴会員の入会、
詳しい活動内容を知りたい方はコチラ

表紙のことば
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便り

　企業観アンケートでは、企業に対する信頼度について肯定的評価が否定的評価を大きく
上回る結果となりました。企業を信頼する理由として、コロナ禍や円安など予期せぬ状況が
続く中でも、企業経営や雇用を維持し、経済や社会を支えているとの認識が挙げられまし
た。そのほか、積極的な情報公開を行っていることや、ＳＤＧｓ、ＥＳＧ投資を意識し社会課題
の解決に取り組んでいる点も評価されました。本業のみならず、社会貢献活動や将来を見
通した活動への期待も寄せられています。また今回は、パーパス経営の認知度やその重要
性、さらに理念やビジョン、パーパスなどに興味・関心を持った企業活動などに関する調査
についても、その結果をまとめています。

社会広聴アンケート
「第26回 生活者の“企業観”に関するアンケート」調査結果

企業と生活者懇談会
ヤマトホールディングス（東京）

特集 日本の電力事情が直面する課題
電気事業連合会

特殊詐欺被害が急増！安全・安心に
暮らすために今すぐ対策を
全国銀行協会

経済広報センターニュース

ご意見・ご感想
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村中 隼斗
　オフィス周辺にも桜の名所があり、満開の時期には多くの人で賑わい
ます。通勤の時に車窓に流れる菜の花と桜のコントラストも美しく毎年楽
しみです。皆さまがお住いの街ではどのような春の風景が見られますか？
旅の虫も蠢き出しそうです。

桑原 苗代

大蔵 慶子

　「暑さ寒さも彼岸（ひがん）まで」と言いますが、不思議なもので春秋の
彼岸の頃には暑さ寒さもやわらいで、過ごしやすくなっています。春の陽
気に誘われてうっかり薄着で花見をしたら、夜は気温が低くなり、風邪を
引いてしまった、となるのがこの季節です。新年度もどうぞよろしくお願い
いたします。

多田 優紀
　ようやく桜の季節がきましたね。マスク生活になり早４年目、入社・入学
して以来、マスクを外した顔を見たことがないという人もいるのではない
でしょうか。昨年は、３年ぶりに生活者懇談会を開催することができまし
た。今年は、昨年以上に皆さまと交流ができることを楽しみにしています！
ここで一句 ！ 「今年こそ　桜の下で　花見したい。」

　社会広聴の黒一点を担当して早一年、今号をもって卒業することとなり
ました。懇談会やアンケートなどを通じて頂戴した、皆さまの率直で鋭く、
また温かいご意見やご感想を拝見し、企業と社会の懸け橋となる「社会広
聴活動」の大切さを改めて感じました。皆さまとのご縁に深く感謝いたし
ます。どうもありがとうございました。
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